
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































代 ドイツ労働法』(1995年,法律文化社)142頁以下.ハナウ/アドマイト著 ･手塚和彰 ･
阿久沢利明訳 『ドイツ労働法』(1994年.信山社)120頁以下参照｡
(2) 藤内 ｢ドイツの事業所組織法における調整委員会制度｣季刊労働法 (以下 ｢季労｣と
いう｡)158号135頁以下(1991年)参照｡
(3)大内伸哉 『労働条件変更法理の再構成』(1999年,有斐閣)173頁以下｡



















(13) 西谷敏 ｢ドイツ労働法の弾力化論 ･3｣大阪市大法学雑誌43巻 1号9頁(1996年)0























62)大内 .前掲注(3)192頁,名古道功 ｢大量失業 ･グローバリゼーションとドイツ横断的労
働協約の危機｣金沢法学43巻2号117頁以下(2000年),和臼肇 『ドイツの労働時間と法』
(1998年,E]本評論社)200頁L,
Cz3) 手塚和彰 ｢西 ドイツ労使関係の変貌と労働法の転換 5･労働条件の不利益変更｣季労
142号109頁以下(1987年).西谷 .前掲注(13)3頁以下,名古 ･前掲注Cz2)104頁以下｡




C2や 毛塚勝利 ｢1984年 労働時間協約｣労協310号54頁(1985年).手塚 ･前掲注約114頁,




(1994年),西谷 .前掲注(13)16頁.名古 ･前掲注Cz2)104頁,藤内 ･前掲注Cz5)26頁以下｡




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































従業員代表は.採用,格付 け,格付 け変更,配置転換 お よび解雇 などの人
事的事項 に も参加す る｡参加の程度は,一般的な要員計画策走 にあたっての









































































































































































































































































全体 製造業 建設 商業 交通 .通 信 金融保険 サービスエネルギー.水伎給
人事考課ありうち,対象者 38.0 40.0 29.1 39.4 37.5 63.8 29,2 竺 ｣
現業労働者 25.4 29.9 19.7 22.3 28.9 16.9 13,2 32.5





















































395 ドイツにお ける従業 員代表の参加権
資料 4 成績評価の一例
人事課担当者 の 連 絡
従 業 員 番 号
採 用
賃金変更の時期
成 績 指 標 成 績 等 級 ｢
1.L7. 2∴耳 3,T.7. 4点 5点
1評価群 解 脱 兼 め られ 禾 め られ 求 め られ 求 め られ 釆 め られる水準 をほ とん ど
る水準 に る水草 を る水準 に る水 準 を
必ず しも ほ とん ど 運 して い や や 上 rLTl
達 しない 常 に達 している る つている 常 に上 回っている
知識の実用性
知識のi古用















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































BAGは,つ ぎに,労働の人間化に関 して VDT労働 には時間的な上限の制












(5) 実情につき,藤内 ｢ドイツにおける人事考課剛度の連用実態｣日本労務学会年報 (第
24回大会,1995年)2頁,藤内 ｢ドイツにおける人事考課制度調査結果｣同法44巻2号



















(13)小俣 ･前掲第2章注C23)60頁,藤内 ･前掲第2章Ti'.(1)上 ･142真 ｡
(14)Daubler,a.a.0.,S613
(15) ヨアヒム ･ヴェイヤント〔緒方杜f一訳〕｢ドイツ法における有期雇用形態｣日独労働法





(17)藤原稔弘 .｢経営協議会の古見聴取権 と個別的解約告知制限｣一橋論叢99巻 3号･413頁
(1988年),藤原稔弘 ｢解約告知に対する経営協議会の関与の実情 とその問題点｣横井芳













(19) 野川忍 ｢ドイツ変更角鋼勺ilJAI文相｣の構造｣学会誌88iナ161貞以下 (1996年),根本到 ｢ド
イツにおける変更解約告知制度の構造｣季労185F7128頁,187弓-81頁以 卜(1998年)秦
･Ll:;.i.


























幽 藤｢人い 前掲本章注(17)49頁,71頁 ｡
tag) 村中孝史 ｢西ドイツにおける継続雇用請求権について｣民商法雑誌94巷3°753貢,4号














































































































































































































































企業 : 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
30/5 0.8 - - - 0.2 2.0 0.8 - 0.5 2.5
35/10 1,2 0.7 - - 0.4 4.1 1.6 1.0 0.9 5.0
40/10 1.3 1.1 1.0 1.5 1.4 4.1 i.6 1.0 1.0 5.0
45/10 1.3 1.8 1.0 1.5 1.4 4.1 1.6 1.0 1.1 5.0
45/15 2.0 2.4 1.25 2.25 2.0 6.25 2.4 2.0 1.1 7.5
50/10 1.7 2.8 1.5 2.25 2.0 4.1 - 1.0 1.2 5.0
50/20 3.3 3.8 2.25 3.75 4,8 8.3 - 3.0 1.2 10.0
55/10 2.0 3.5 3.0 3.0 3.5 4.1 - 1.0 1.3 5.0
55/20 4.0 52 4.0 4.5 6.0 8.3 - 3.0 1.3 10,0






































































































































































































L 0-0- ｢1 ｢面 ｢企業規模 DM 以下 10,000～ 10,Po1 20,0012 000 DM以上 全 体(企莱数)
200人 未満 5 10 10 5 30
200-499人 10 10 13 8
500-999^ 1 9 15
















































































































集 4巻 4号53頁以1,5巻 4号83頁以下,6巻 4弓-122頁以 卜(1992年)参照｡
(7) 仲裁委員会の裁量の範囲が争われた決定の紹介として,野川忍 ｢仲裁委員会による強
制的社会計画策完の場合の裁量の範囲｣労旬1385号11質(1996年)がある｡,
(8)深山 ･前掲本章注(6)151f1,.藤内 ･前掲節2串掛 目~F･292頁以下｡
(9)二神恭一 『西 ドイツ企業論』(1971年,東洋経済新報社)181以下参照o








































計 匿 ,LDIF ,% 両 面 蓋酎 蓋紺 歪睦
(イ)解雇①一般組合員平成13年計 100.0 84.6 13.9 34.3 10.1 14.9 5.5 6.0 14.
平成8年計②組合役員13 100.0 80.8 11,4 36.8 9.4 12.5 4.9 5.9 15.6,5 6.1 70 89 43 2 60 2
平成8年計 100.0 82.5 13.4 40.2 8.6 11_4 2.9 5.9 13.
(ロ)懲戒処分①一般組合員平成13年計 100.0 82.7 11.6 30.5 11.4 13.8 9.0 6.3 16.
平成8年計CgL:,組合役員13 100.0 79.3 10.0 34.5 10.0 13.1 5.4 6.3 15.844 35 ,2 9,8 , 7,6 2 4
平成8年計 100.0 81.3 11.7 38.1 9.0 12,3 3.7 6.4 14.
(/哨己置転換①一般組合員平成13年計 100.0 73.8 8.7 17.5 6.6 22.2 13.7 5,1 24.
平成8年計②組合役員13 100.0 73.8 6,8 19.4 6,0 25.0 11.6 5.0 21.99 14.0 248 .3 33 72 43 18
平成8年計 100.0 78.1 12,3 28.0 6.6 22,3 5.0 4.0 16.
(ニ)出向往卜一般組合員平成13年計 100.0 70.7 10.2 20.9 5.6 21.0 8.4 4.7 25.
平成8年計②組合役員13 100.0 68.0 8.9 20.6 5.7 21.1 7.7 4.1 21.748 151 63 49 193 51 2 0
平成8年計 100.0 70.7 13.5 25.9 5.3 18.0 4.2 3.7 17.
榊採用計画Llj正社員平成13年計 100.0 62.1 4.4 10.1 5.1 24.0 13.0 5.5 36.




























































二 事項である (事業所組織法94条2剰 O協約はそれを前提とした定めになる｡




























































































































































































































































































































































(12) 徳永編 ･前掲第2苧注(lR)69頁 〔徳7k蚕良l,ノベルト･アルトマン･野村正賓編 『西 ド
イツの技術革新と社会変動』(1987年,第1書林)175頁以下〔アンゲリカ･エルンスト〕,







(14) アル トマン.野村編 ･前掲本章注(ll)180頁 〔エ)Lンスト〕し
142
